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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期
第２四半期
連結累計期間

第67期
第２四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 14,743,792 14,905,628 28,127,828

経常利益 （千円） 879,414 951,631 1,483,152

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 382,026 438,976 616,617

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 480,892 598,797 815,689

純資産額 （千円） 10,665,914 11,451,180 11,000,711

総資産額 （千円） 18,000,716 19,123,441 17,167,793

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 25.76 29.59 41.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.2 49.2 53.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 590,002 824,814 756,141

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △337,514 △646,222 △376,704

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △682,797 △54,388 △781,575

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,479,560 1,631,936 1,507,733

 

回次
第66期
第２四半期
連結会計期間

第67期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 15.99 18.84

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、緩やかな回復基調にありますが、力強さを欠いた足踏み状

態が続いております。内外需要の低迷から、企業の売上高は伸び悩みを見せる中、円高による輸入原材料価格の下

落や人件費の伸びの抑制などにより企業収益は底堅さを維持しております。一方、個人消費は、雇用環境の改善や

賃金の上昇基調は続いているものの、税金や社会保障料等の増加に伴う可処分所得の伸び悩み、さらには将来の負

担増に対する防衛意識の高まりから消費抑制の動きが見られ、その回復は緩慢なものになっております。

このような状況のもと、当社グループでは、新商品開発への積極的な取り組みと、顧客サービスの向上に努めて

まいりました結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高149億５百万円（前年同四半期比1.1％増）、営業

利益９億30百万円（同6.6％増）、経常利益９億51百万円（同8.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益４億

38百万円（同14.9％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①　卸売事業

住宅市場は、日銀のゼロ金利政策に伴う住宅ローン金利の低下により持ち直しており、４月から９月までの新

設持家着工戸数は全国で152千戸（前年同期比3.0％増）、北海道で６千戸（同4.6％増）と前年を上回る水準で

推移しております。このような状況のもと、輸入関連商品などの新商品の開発と販売強化に努めてまいりまし

た。また現在、営業店支援のための提案型モデル住宅「Ｓｋｏｇのいえ」の全国展開とその商品群のブランド化

を進めているところであります。これらの結果、売上高61億24百万円（前年同四半期比3.1％増）、営業利益５

億９百万円（同4.9％増）となりました。

②　小売事業

ホームセンター業界においては、先行き不透明感からくる個人消費の伸び悩みに加え、夏場の天候不順が消費

下押しに作用し、他社、他業態との競争も一段と激しくなってきております。このような状況のもと、商品アイ

テムの拡充や新たな売場づくり、特色あるイベントの開催など来店客数の増加を図るとともに、価格の見直しと

経費の節減により利益の増強に努めてまいりました。これらの結果、売上高81億96百万円（前年同四半期比

1.7％減）、営業利益５億２百万円（同7.4％増）となりました。

③　不動産事業

賃貸資産の運用に加え、販売用不動産の販売があったことにより、売上高１億56百万円（前年同四半期比

52.9％増）、営業利益62百万円（同6.8％減）となりました。

④　足場レンタル事業

昨年開業した旭川営業所による規模拡大と、非住宅系の大型物件の受注により、売上高４億27百万円（前年同

四半期比18.5％増）、これに伴い資材の購入を前倒しに行ったことから営業利益56百万円（同20.9％減）となり

ました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第２四半期連結会計

期間末に比べ１億52百万円増加して16億31百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果による資金の増加は８億24百万円（前年同四半期は５億90百万円の獲得）となりました。これは

主に、売上債権が８億37百万円、仕入債務が８億84百万円それぞれ増加し、税金等調整前四半期純利益が９億51百

万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果による資金の減少は６億46百万円（前年同四半期は３億37百万円の使用）となりました。これは

主に、子会社の新店舗に係る有形固定資産の取得による支出があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果による資金の減少は54百万円（前年同四半期は６億82百万円の使用）となりました。これは主

に、短期借入金が増加したものの長期借入金の返済による支出や配当金の支出があったことによるものでありま

す。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,400,000

計 50,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 15,180,000 15,180,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 15,180,000 15,180,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 15,180,000 － 793,350 － 834,500
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社木村管財 札幌市中央区界川3-2-65 4,254 28.03

キムラ取引先持株会 札幌市東区北６条東2-3-1㈱キムラ内 1,856 12.23

有限会社カネキ 札幌市中央区界川3-2-65 1,014 6.69

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西4-1 734 4.84

木村　勇介 札幌市中央区 703 4.63

木村　勇市 札幌市中央区 646 4.26

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社
東京都中央区晴海1-8-11 455 3.00

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西3-7 386 2.54

木村　リサ 札幌市中央区 250 1.65

飯島　奈美 千葉県浦安市 244 1.61

木村　建介 北海道恵庭市 244 1.61

計 － 10,791 71.09

　（注）当社は自己株式347,124株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    347,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,830,300 148,303 －

単元未満株式（注） 普通株式      2,600 － （注）

発行済株式総数 15,180,000 － －

総株主の議決権 － 148,303 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社キムラ
札幌市東区北六条東二丁

目３番１号
347,100 － 347,100 2.29

計 － 347,100 － 347,100 2.29

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,514,927 1,639,295

受取手形及び売掛金 2,235,648 3,073,285

商品 2,593,641 2,851,227

販売用不動産 152,229 91,629

その他 243,328 254,940

貸倒引当金 △4,513 △5,991

流動資産合計 6,735,261 7,904,386

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,173,037 4,034,473

土地 2,392,861 2,942,464

その他（純額） 2,304,505 2,648,578

有形固定資産合計 8,870,404 9,625,516

無形固定資産 25,364 41,010

投資その他の資産   

その他 1,548,591 1,564,350

貸倒引当金 △11,827 △11,823

投資その他の資産合計 1,536,763 1,552,526

固定資産合計 10,432,532 11,219,054

資産合計 17,167,793 19,123,441

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,846,447 2,731,339

短期借入金 1,250,000 1,440,000

未払法人税等 364,695 404,398

賞与引当金 122,238 145,079

その他 599,209 1,051,929

流動負債合計 4,182,591 5,772,745

固定負債   

長期借入金 982,500 897,500

役員退職慰労引当金 37,730 37,730

退職給付に係る負債 228,257 218,198

資産除去債務 238,283 240,689

その他 497,719 505,396

固定負債合計 1,984,491 1,899,515

負債合計 6,167,082 7,672,260
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 793,350 793,350

資本剰余金 834,500 834,500

利益剰余金 7,279,457 7,570,104

自己株式 △132,934 △132,934

株主資本合計 8,774,372 9,065,020

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 167,469 183,748

土地再評価差額金 159,685 159,685

その他の包括利益累計額合計 327,155 343,433

非支配株主持分 1,899,184 2,042,727

純資産合計 11,000,711 11,451,180

負債純資産合計 17,167,793 19,123,441
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 14,743,792 14,905,628

売上原価 11,145,410 11,249,846

売上総利益 3,598,382 3,655,782

販売費及び一般管理費   

従業員給料及び賞与 1,045,598 1,080,025

賞与引当金繰入額 150,575 145,079

退職給付費用 22,837 16,394

貸倒引当金繰入額 1,296 1,474

その他 1,505,355 1,482,317

販売費及び一般管理費合計 2,725,661 2,725,290

営業利益 872,720 930,492

営業外収益   

受取利息 427 440

仕入割引 41,795 43,177

その他 23,426 24,275

営業外収益合計 65,649 67,894

営業外費用   

支払利息 15,582 11,895

売上割引 35,924 34,819

その他 7,448 40

営業外費用合計 58,955 46,755

経常利益 879,414 951,631

特別利益   

固定資産売却益 462 －

特別利益合計 462 －

特別損失   

固定資産除売却損 3,038 －

特別損失合計 3,038 －

税金等調整前四半期純利益 876,839 951,631

法人税、住民税及び事業税 397,730 380,562

法人税等調整額 △21,124 △11,326

法人税等合計 376,606 369,236

四半期純利益 500,232 582,395

非支配株主に帰属する四半期純利益 118,205 143,419

親会社株主に帰属する四半期純利益 382,026 438,976
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 500,232 582,395

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △19,543 16,401

繰延ヘッジ損益 202 －

その他の包括利益合計 △19,340 16,401

四半期包括利益 480,892 598,797

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 362,533 455,254

非支配株主に係る四半期包括利益 118,358 143,542
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 876,839 951,631

減価償却費 242,339 215,373

賞与引当金の増減額（△は減少） 39,032 22,841

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,554 1,474

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13,339 △10,058

受取利息及び受取配当金 △10,735 △10,064

支払利息 15,582 11,895

固定資産除売却損益（△は益） 2,575 －

売上債権の増減額（△は増加） △860,994 △837,636

たな卸資産の増減額（△は増加） △338,176 △196,986

仕入債務の増減額（△は減少） 865,000 884,891

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,497 42,320

その他 60,357 102,428

小計 917,213 1,178,109

利息及び配当金の受取額 10,734 10,064

利息の支払額 △15,537 △12,407

法人税等の支払額 △322,408 △350,951

営業活動によるキャッシュ・フロー 590,002 824,814

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △126 △165

有形固定資産の取得による支出 △354,339 △628,597

有形固定資産の売却による収入 25,462 －

無形固定資産の取得による支出 △200 △17,416

投資有価証券の取得による支出 △2,038 △2,158

貸付けによる支出 △8,040 －

貸付金の回収による収入 1,767 2,114

投資活動によるキャッシュ・フロー △337,514 △646,222

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △250,000 250,000

長期借入金の返済による支出 △257,500 △145,000

配当金の支払額 △146,832 △148,130

リース債務の返済による支出 △28,465 △11,258

財務活動によるキャッシュ・フロー △682,797 △54,388

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △430,310 124,202

現金及び現金同等物の期首残高 1,909,871 1,507,733

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,479,560 ※ 1,631,936
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 1,486,610千円 1,639,295千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △7,050千円 △7,359千円

現金及び現金同等物 1,479,560千円 1,631,936千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 148,328 10 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 148,328 10 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 卸売事業 小売事業 不動産事業
足場レンタル
事業

合計

売上高      

外部顧客への売上高 5,939,205 8,341,499 102,461 360,626 14,743,792

セグメント間の内部売上高
又は振替高

298,098 2,570 13,608 － 314,276

計 6,237,303 8,344,069 116,069 360,626 15,058,069

セグメント利益 485,928 468,163 66,817 71,086 1,091,995

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,091,995

セグメント間取引消去 △564

全社費用（注） △218,711

四半期連結損益計算書の営業利益 872,720

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 卸売事業 小売事業 不動産事業
足場レンタル
事業

合計

売上高      

外部顧客への売上高 6,124,602 8,196,981 156,621 427,423 14,905,628

セグメント間の内部売上高
又は振替高

273,691 3,541 13,608 － 290,841

計 6,398,294 8,200,523 170,229 427,423 15,196,469

セグメント利益 509,537 502,976 62,256 56,230 1,131,000

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,131,000

セグメント間取引消去 △4,473

全社費用（注） △196,034

四半期連結損益計算書の営業利益 930,492

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却

方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによるセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25円76銭 29円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
382,026 438,976

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
382,026 438,976

普通株式の期中平均株式数（株） 14,832,876 14,832,876

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月11日

株式会社キムラ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石若　保志　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤森　允浩　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キムラ

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キムラ及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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